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住
民
基
本
台
帳
カ
ー
ド（
住
基
カ
ー
ド
）

を
使
い
、
住
民
基
本
台
帳
ネ
ッ
ト
ワ
ー
ク

シ
ス
テ
ム
（
住
基
ネ
ッ
ト
）
を
利
用
し
て

イ
ン
タ
ー
ネ
ッ
ト
で
電
子
申
請
な
ど
が
行

え
ま
す
。

�
　

公
的
個
人
認
証
サ
ー
ビ
ス
と
は
、
イ
ン

タ
ー
ネ
ッ
ト
で
電
子
申
請
・
届
出
シ
ス
テ

ム
を
利
用
す
る
方
が
本
人
で
あ
る
こ
と
を

証
明
す
る
た
め
の
「
電
子
証
明
書
」
を
交

付
す
る
も
の
で
、
電
子
証
明
書
は
住
基

カ
ー
ド
に
記
録
さ
れ
ま
す
。

　

別
人
に
よ
る
な
り
す
ま
し
申
請
や
通
信

途
中
で
の
改
ざ
ん
な
ど
を
防
ぐ
こ
と
が
で

き
ま
す
。

�
　

町
で
は
住
民
票
の
写
し
の
交
付
の
請
求
、

住
民
票
記
載
事
項
証
明
書
の
交
付
の
請
求
、

戸
籍
の
附
票
の
写
し
の
交
付
の
請
求
、
身

公
的
個
人
認
証
サ
ー
ビ
ス

公
的
個
人
認
証
サ
ー
ビ
ス

公
的
個
人
認
証
サ
ー
ビ
ス
を

公
的
個
人
認
証
サ
ー
ビ
ス
を

受
け
る
と
利
用
で
き
る
電
子
申
請

　

受
け
る
と
利
用
で
き
る
電
子
申
請

元
（
身
分
）
証
明
書
の
交
付
の
請
求
、
付

記
転
出
届
な
ど
を
電
子
申
請
で
受
け
付
け

て
い
ま
す
。

　

国
や
県
が
提
供
す
る
独
自
の
サ
ー
ビ
ス

も
あ
り
ま
す
。
電
子
申
請
・
届
出
シ
ス
テ

ム
の
ホ
ー
ム
ペ
ー
ジ
で
確
認
し
て
く
だ
さ

い
。

�
　

申
請
者
本
人
（
申
請
時
点
で
十
五
歳
以

上
）
が
直
接
役
場
住
民
福
祉
課
窓
口
で
手

続
き
を
し
て
く
だ
さ
い
。

　

手
続
き
に
は
次
の
も
の
が
必
要
で
す
。

・　

本
人
確
認
が
で
き
る
も
の
（
運
転
免

許
証
、
パ
ス
ポ
ー
ト
な
ど
、
官
公
署
が

発
行
し
た
写
真
付
き
の
証
明
書
）

・　

手
数
料
五
百
円

・　

住
民
基
本
台
帳
カ
ー
ド
（
サ
ー
ビ
ス

に
利
用
で
き
る
Ｉ
Ｃ
カ
ー
ド
は
現
在
こ

の
カ
ー
ド
の
み
）

※　

自
宅
の
パ
ソ
コ
ン
を
使
い
イ
ン
タ
ー

ネ
ッ
ト
で
電
子
申
請
な
ど
を
行
う
場
合
、

カ
ー
ド
の
情
報
を
パ
ソ
コ
ン
に
読
み
込

む
た
め
に
、
対
応
Ｉ
Ｃ
カ
ー
ド
読
取
装

置
が
必
要
と
な
り
ま
す
。

□
問
い
合
わ
せ
先

　

住
民
福
祉
課　

戸
籍
住
民
係

　

�（
４
８
）１
１
１
１

　
（
内
２
２
５
・
２
２
４
）

公
的
個
人
認
証
サ
ー
ビ
ス
を

公
的
個
人
認
証
サ
ー
ビ
ス
を

受
け
る
た
め
の
手
続
き

　
　
　
　
　

受
け
る
た
め
の
手
続
き

第
五
回
　
公
的
個
人
認
証
サ
ー
ビ
ス 

　

一
定
の
条
件
を
満
た
す
耐
震
改
修
工

事
を
実
施
し
た
家
屋
に
つ
い
て
、
工
事

が
完
了
し
た
年
の
翌
年
以
降
の
固
定
資

産
税
を
一
定
期
間
、
減
額
す
る
制
度
が

創
設
さ
れ
ま
し
た
。

　

対
象
と
な
る
方
は
、
手
続
き
を
し
て

く
だ
さ
い
。

□
対
象
と
な
る
家
屋

・　

昭
和
五
十
七
年
一
月
一
日
以
前
か

ら
建
っ
て
い
た
住
宅

・　

平
成
十
八
年
一
月
一
日
以
後
に
耐

震
改
修
が
完
了
し
た
も
の

・　

工
事
費
三
十
万
円
以
上
の
も
の

・　

現
行
の
耐
震
基
準
に
適
合
し
た
工

事
で
あ
る
こ
と

□
減
額
と
な
る
期
間

・　

平
成
十
八
年
か
ら
二
十
一
年
ま
で

の
改
修
は
三
年
間

・　

平
成
二
十
二
年
か
ら
二
十
四
年
ま

で
の
改
修
は
二
年
間

・　

平
成
二
十
五
年
か
ら
二
十
七
年
ま

で
の
改
修
は
一
年
間

□
減
額
さ
れ
る
額

　

改
修
家
屋
に
係
る
固
定
資
産
税
の
二

分
の
一
（
一
戸
当
た
り
百
二
十
平
方

メ
ー
ト
ル
相
当
分
ま
で
）

※　

都
市
計
画
税
は
、
減
額
の
対
象
と

な
り
ま
せ
ん
。

耐震改修住宅の
固定資産税を減税します

https://w
w
w
.shinsei.

e

‐ aichi.jp/hom
e/index.htm
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電
子
申
請
・
届
出
シ
ス
テ
ム

ホ
ー
ム
ペ
ー
ジ
ア
ド
レ
ス

　この減税制度の適用を受けるためには、耐震改修工事完了後３カ月以内に必要書類を添付
した申告書を町に提出することが必要です。

税務課へ提出する書類

役場税務課に備え付けてあります。
※納税義務者（所有者）の認印が必要です。

申告書

耐震改修工事費用の領収証（写し可）耐震改修に関する費用を証する書類

地方公共団体、建築士、指定確認検査機関などの発
行したもの
（注１）　町の耐震改修補助制度を利用された方は、

役場建設課で発行することができます。

耐震基準に適合する旨の証明書
（固定資産税減額証明書）

（注１）　町による固定資産税減額証明書の発行手続き
　次に掲げる書類を用意し、申請してください。

建設課へ提出する書類

役場建設課に備え付けてあります。
※申請者の認印が必要です。

証明申告書

登記事項証明書、建築確認済証、固定資産税課税明
細書（証明書）など

家屋の所在地、建築年月日が確認で
きる書類

（耐震改修工事の）
設計書、工事前後の平面図、工事後の耐震診断書、
写真など

現行の耐震改修要件を満たすことが
確認できる書類
※耐震改修補助制度利用者は、添付
省略

耐震改修工事費用の領収証（写し可）耐震改修に関する費用を証する書類

問い合わせ先　　税務課固定資産税係　内線２３１　建設課計画係　内線２８８

こちらの手続きを 
先にしてください。 


